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昨年Q4の経済成長率は好調。一方、新型コロナで2020年成長率は+2％台前半に減速
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（出所）台湾行政院主計総処（2020/2/12時点発表、暫定値） 、公開情報より、みずほ銀行台北支店作成
（注）固定資本形成=政府投資+公営投資+民間投資

台湾の実質GDP成長率と各項目の寄与度

1.足元の経済動向の把握

◯ 2019年Q1は米中摩擦で落ち込んだが、Q2以降は緩やかな改善基調が続き、2019年通年（+2.71％）はほぼ2018年並みの水準となった

◯ 2020年GDP成長率は新型肺炎の影響で2月12日時点予測値の+2.72％から+2.37％に下方修正。1000億台湾ドルの振興策のプラス要素を

入れた台湾行政院の見通しでは、ウィルスの4月下旬終息を前提とし、輸出・生産の回復及び内需の安定性を考慮している

・ ただ、欧米のコロナウイルスの感染拡大が著しく、終息時期が見通せないなか、外需への下押しや消費の低下等により下方修正になる可能性

あり（次回公表日は4月30日）

以降は予測値



新型肺炎の影響で、一部機構が2020年の経済見通しを1.9％台前後に下方修正
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2.台湾経済見通し

（出所）台湾国家発展委員会HP（2020/3/5時点発表）、各機構HPよりみずほ銀行台北支店作成

台湾経済見通し

機構 発表時点 2018年 2019年 2020年
Q1 Q2 Q3 Q4

国

内

シ

ン

ク

タ

ン

ク

中央研究院 2019/12/18

2.75%

2.62% 2.58％ － － － －

台湾経済研究院 2020/1/22 2.73% 2.67% 3.00% 2.70% 2.55% 2.48%

行政院主計総処 2020/2/12 2.71% 2.37% 1.80% 2.50% 2.75% 2.40%

中央銀行 2020/3/19 2.71% 1.92% － － － －

中華経済研究院 2019/12/19 2.54% 2.44% 2.64% 2.60% 2.07% 2.45%

そ

の

他

星展銀行 2020/1/31 2.73% 2.3% － － － －

永豊金控 2020/1/30 2.73% 2.41% 2.78% 2.49% － －

IHS Markit 2020/2/18 2.73% 2.1% － － － －

（青字箇所は新型コロナウイルスによる肺炎の感染拡大の影響を反映）



2月の景気対策信号は、引き続き安定の「緑」
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最近一年間の景気対策信号の変化 最近一年間の景気関連指数の推移

3.台湾経済動向データ

◯ 景気総合判断点数は前月より1点下落し24点となり、景気対策信号は安定を示す「緑」で推移

◯ 今後の展望について当局は、政府が進める防疫策などの措置が経済の安定成長につながる見込みとの見方を示した。ただ、先行指標が4か

月連続で縮小傾向を示す中、新型肺炎感染の行方など不確定要素には留意が必要

（出所）台湾国家発展委員会（2020/3/27時点発表）より、みずほ銀行台北支店作成
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2月の輸出は+24.9％増、営業日数が影響～新型肺炎で1日平均は減少
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3.台湾経済動向データ

◯ 2月の輸出額は、比較対象となる前年同月の数値が低かったため、 前年対比で+25％台の増加となった。ただ、春節ずれの影響で今年は営

業日が昨年の15日より5日長く、1日平均輸出額で計算すると▲6.3％の減少となった。新型肺炎を受けた中国の生産・物流規制の影響が表

れ始めたことを反映

◯ 春節影響除外の観点（1営業日あたり輸出額）でみた国・地域別と品目別の結果は以下の通り

・ 中国向けは、電子部品（主にIC）の寄与で▲1.4％と微減にとどまった。米国向けは、情報通信の輸出減で▲11.4％となった

・ 電子部品（主にIC）は引き続き好調。情報通信はパソコン関連の輸出減で微減

◯ 3月の輸出額は減少に転じる可能性が高い。原因は、2月の中国国内工場の生産停止が3月の受注・出荷減に繋がるほか、2月下旬以降世

界的に肺炎感染者が増加し多数の国・地域で経済活動が抑制されていること。ただ、サプライチェーンの変化や代替生産の可能性も考えら

れるため、プラス要因も含め要注視

（出所）台湾財政部（2020/3/9時点発表）より、みずほ銀行台北支店作成
（注1）アセアン：インドネシア､マレーシア､フィリピン､シンガポール､タイ､ベトナム、ブルネイ、ラオス、ミャンマー、カンボジアの10カ国
（注2））2019年2月の輸出額は、当時の予想を下回った。原因は、米中摩擦の先行き不透明感（90日休戦の後、協議再開も溝は埋まらない状態）を受けて一部市場で内需が弱含んだこと

輸出額の推移 2020年2月の国・地域別1日平均輸出額の伸び率

全体に占める割合 38.6％ 17.9％ 7.9％ 13.4％ 8.7％

2020年2月の品目別1日平均輸出額の伸び率

全体に占める割合 37.0％ 13.6％ 7.6％ 5.8％ 6.4％
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3.台湾経済動向データ

（出所）台湾経済部（2020/3/20時点発表）より、みずほ銀行台北支店作成
（注1）アセアン：インドネシア､マレーシア､フィリピン､シンガポール､タイ､ベトナム、ブルネイ、ラオス、ミャンマー、カンボジアの10カ国
（注2）台湾財政部（貿易）と台湾経済部（輸出受注）は品目分類の定義および主要品目の範囲が異なる

2月の輸出受注（輸出+海外生産）は半導体需要増も、春節あった前年下回る。新型肺炎が打撃

2020年2月主要品目別輸出受注額の年伸率2020年2月主要国・地域別輸出受注額の年伸率輸出受注額（輸出＋海外生産）の推移

全体に占める割合30.8％ 21.1％ 4.7％ 6.8％ 5.2％ 5.3％ 5.4％全体に占める割合 25．6％ 10.7％ 5.3％ 28.3％ 17.4％
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◯ 2月の輸出受注額は、春節ずれで比較対象の数値が低かったが、情報通信製品の非需要期と、新型肺炎の感染拡大を受け、前年比でも減少

・ 国・地域別：中国は電子製品の好調があったが微増。米国は電子製品の受注増で8か月ぶりのプラス

・ 品目別：情報通信はスマホ、ノートブックの非需要期で2か月連続のマイナス。光学器材は液晶パネル過剰に伴う価格低下で引き続きマイナス

推移。化学品は原材料需要減で価格下落に伴って引き続きマイナス推移

◯ 今後、新型肺炎が押し下げ要因になると見込まれ、世界の消費、生産、出荷の全てに影響。好材料として半導体やAI、5Gインフラ等需要の拡

大が挙げられる
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2月の鉱工業生産は+20.3％増、営業日数が影響～新型肺炎で前月比減も影響は限定的
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3.台湾経済動向データ

◯ 3月の製造業購買担当者景気指数（PMI）は、前月比0.4ポイント上昇の53.1となり、新型肺炎のまん延を受けた需給逼迫によるサプライヤー

納期の短縮が要因。景気拡大と後退の分かれ目となる50を上回って、7か月連続で景気拡大傾向で推移

◯ 2月の鉱工業生産指数は、春節ずれで前年対比で+20％台の増加となった。5Gの発展加速を背景とした半導体関連需要の強まり、サーバー

やルーターの増産が押し上げた。一方、原材料市場の伸び悩み（主に金属、化学品）、機械設備購入の意欲減退傾向がマイナス材料

・ 一部分野に肺炎の影響が表れ始めており、営業日数が少ない先月と比べて▲1.85％の小幅減 （旧正月、19年は2月、20年は1月）

〇 今後、5G・IoT・AI関連の需要増等が引き続き製造業の生産をけん引する見込み。製造業に肺炎影響が波及するのに時間を要するとみられ

るが、2月下旬以降、欧米での感染拡大による世界的な消費の低下が製造業の生産活動を下押しするリスクに要注意

（出所）台湾経済部（2020/3/23時点発表）より、みずほ銀行台北支店作成

2020年2月の鉱工業生産指数伸び率

鉱工業伸び率

前年同月比+20.3%

製造業購買担当者景気指数（PMI）の推移

（出所）中華経済研究院（2020/4/1時点発表）より、みずほ銀行台北支店作成

（注）PMIとは、景気の先行きを示す指標の一つであり、製造業の購買担当者を
アンケート調査等を行い、生産、新規受注、雇用等の指数に一定のウエイト
を掛けて算出する指数。同指数は50を上回ると「景気拡大」、下回ると「景気
後退」を示唆するとされる
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野菜、果物、燃料費、CPI物価指数の推移

2月の消費者物価指数(CPI)は春節の反動で対前年割れ、デフレの懸念なし
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3.台湾経済動向データ

◯ 2月の消費者物価指数は、 14か月ぶりの下落となった。比較対象となる前年同月の数値が春節連休の影響で高かったうえ、ガソリン費や通

信費の値下がり、新型肺炎影響での消費落ち込みでホテルや旅行業者の値下げも実施している

・ 一部分野に肺炎の影響が表れ始めたが、春節の影響を除く1～2月のCPI平均値は+0.81％となり、物価は概ね安定推移

◯ 当局は、現時点では台湾での感染拡大は抑制され、デフレに繋がる懸念はないとみている。ただ、人の出入りの停滞が物価の下押し圧力を

強める可能性はないとは言えないため、先行き要注視

（出所）台湾行政院主計総処（2020/3/6時点発表） より、みずほ銀行台北支店作成

2020年2月のCPI主要分類別の伸び率
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2月の失業率は春節離職者の増加で上昇。無給休暇は新型肺炎の影響で急増
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失業率の推移 最近一年間の無給休暇（注）の実施状況

3.台湾経済動向データ

◯ 2月の失業者数は前月より7千人増加し44万3千人となった。春節連休を境に転職に踏み切る人が増えたことに加え、臨時・季節性労働の終

了による失業者が増えて数値を押し上げた。失業率自体は3.70%と近年同様の低水準

◯ 3月24日時点、無給休暇実施事業所数は164社に上り、2010年1月以降の過去最高。対象者は4,808人で、2015年12月以降の過去最高。

新型肺炎の感染拡大が観光関連業界（主に旅行・宿泊、飲食、小売、航空）に与える影響が表れている

・ 当局は、3月27日に新型肺炎に絡む無給休暇対象者への補助金支給を盛り込んだ「安心就業計画」を公表し、1月15日から遡及し適用

（出所）台湾行政院主計総処（2020/3/23時点発表） より、みずほ銀行台北支店作成 （出所）台湾労働部（2020/3/24時点）、公開情報より、みずほ銀行台北支店作成
（注）無給休暇とは、従業員に給与を支払わず休暇を強制取得させること
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2月の小売・飲食業売上高は春節の反動で対前年割れ、新型肺炎も打撃
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3.台湾経済動向データ

◯ 2月の小売業の売上高は、2017年3月以降の最低水準となった。春節商戦終了に伴う消費の減退や、新型肺炎影響で外出・人混みを避ける

傾向の強まりなどが百貨店や免税店等の業績悪化に繋がった

◯ 2月の飲食業の売上高は、2017年10月以降の最低水準となった。旧暦新年会の延期・キャンセルが多発し、防疫意識の高まりを受けた来客

数の急減による飲食業界の閉店の増加も要因

◯ 今後の肺炎流行によっては、3月以降の継続と贅沢消費意向の減退も考えられる。航空業者の減便・運休措置や外国人の入境・トランジット

禁止による訪台客数の減少も下押し要因。一方、外出控えでECを通じた食品や防疫商品の販売好調や、実体店舗のデリバリーサービス提

供拡大、交通機関の利用減に伴う新車購入意欲の高まり等も報じられており、プラス要因も含め要注視

（出所）台湾経済部（2020/3/23時点発表）より、みずほ銀行台北支店作成

小売業売上高の推移 飲食業売上高の推移

緑色箇所は旧正月期間
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主要経済指標

（出所） 台湾行政院主計総処、国家発展委員会、財政部統計処、Bloomberg data 等よりみずほ銀行台北支店作成

（注）失業率は季節調整後の数字

指数 前年比 指数 前年比 % 輸出 輸入 収支 輸出 輸入

2014 4.72 3.70 3.78 3.50 5.99 5.63 707 25 101.94 102.95 113.08 -0.57% 98.93 1.20% 3.96 320 282 38 2.78% 1.38%

2015 1.47 2.86 -0.13 2.68 0.36 1.32 741 17 98.88 96.26 103.07 -8.85% 98.63 -0.30% 3.78 285 237 48 -10.86% -15.84%

2016 2.17 2.64 3.68 3.44 -0.93 -0.99 761 21 102.12 101.50 100.00 -2.98% 100.00 1.39% 3.92 281 231 50 -1.69% -2.63%

2017 3.31 2.70 -0.41 -0.26 4.50 1.63 776 24 102.18 102.62 100.90 0.90% 100.62 0.62% 3.76 317 260 58 13.18% 12.38%

2018 2.75 2.13 4.03 2.95 0.69 1.37 795 23 99.80 99.80 104.56 3.63% 101.98 1.35% 3.71 336 287 49 5.86% 10.63%

2019 2.71 2.13 0.11 9.13 1.24 0.79 816 21 101.66 100.78 102.20 -2.26% 102.55 0.56% 3.73 331 287 43 -1.62% 0.03%

201912 3.31 2.63 1.97 14.97 2.64 4.44 216 27 101.66 100.78 99.53 -3.49% 102.65 1.13% 3.72 30 27 3 3.90% 13.80%

202001 25 101.49 100.99 98.89 -3.31% 103.28 1.86% 3.71 25 22 3 -7.50% -17.60%

2 24 101.33 101.20 98.00 -4.47% 102.16 -0.21% 3.90 25 22 3 24.90% 44.70%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

失業率
通関貿易

金額　USD billion 前年比

物価指数

年月
実質GDP
成長率 個人消費 政府消費

固定資本
形成

輸出 輸入

一人あた
りGNI

TWD000

景気対策
信号 先行 一致

卸売物価 消費者物価

景気指数内需 外需

4. Appendix（経済統計
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主要経済指標

（注）「株式売買代金」「預金総額」「貸出総額」のデータ項目は記載を省略し、「手形不渡比率」は「不良債権比率（国内銀行・外国銀行合算）」に変更致しました

（出所） 台湾経済部統計処、台湾証券取引所、中央銀行、金融監督管理委員会、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

前年比 金額 前年比

% NTD Bil % %

2014 99.34 6.41% 3,621 2.84% 9,033 36,577 418,980 1.875 2.883 0.387 0.31

2015 98.07 -1.28% 3,586 -0.96% 8,971 38,894 426,030 1.823 2.872 0.356 0.25

2016 100.00 1.97% 3,624 1.06% 8,824 40,647 434,200 1.448 2.688 0.193 0.25

2017 105.00 5.00% 3,656 0.88% 10,226 42,171 451,500 1.375 2.631 0.178 0.28

2018 108.83 3.64% 3,737 2.21% 10,646 43,653 461,780 1.375 2.632 0.183 0.26

2019 108.45 -0.34% 3,852 3.08% 10,856 45,164 478,130 1.375 2.633 0.182 0.23

12 117.44 6.29% 350 2.75% 11,997 45,847 478,130 1.375 2.631 0.177 0.21

202001 104.94 -2.11% 356 2.06% 11,495 46,260 479,130 1.375 2.631 0.180 0.22

2 96.11 -8.41% 277 -22.18% 8,453 39,971 434,090 1.604 2.781 0.248 0.24

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

公定歩合
貸出基本

金利
コール
レート

加権株価
指数

年月

鉱工業生産指数

指数

小売売上高 マネーサ
プライ

M2

外貨準備
高

NTD Mil

金利水準% 不良債権
比率

4. Appendix（経済統計
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物価指数

（出所） 台湾行政院主計総処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比

2014 113.08 -0.57% 98.93 1.20% 92.15 3.74% 100.36 1.28% 101.39 0.88% 107.39 -1.20% 98.85 0.65% 99.94 -0.07% 98.36 1.32% 92.51 -1.96% 96.53 0.04%

2015 103.07 -8.85% 98.63 -0.30% 95.03 3.12% 99.80 -0.56% 100.24 -1.13% 101.13 -5.83% 99.14 0.29% 99.91 -0.03% 98.63 0.28% 80.69 -12.78% 92.17 -4.52%

2016 100.00 -2.98% 100.00 1.39% 100.00 5.23% 100.00 0.20% 100.00 -0.24% 100.00 -1.12% 100.00 0.87% 100.00 0.09% 100.00 1.39% 77.93 -3.42% 89.46 -2.94%

2017 100.90 0.90% 100.62 0.62% 99.63 -0.37% 99.76 -0.24% 100.86 0.86% 101.81 1.81% 101.71 1.71% 100.29 0.29% 101.90 1.90% 78.91 1.26% 88.21 -1.40%

2018 104.56 3.63% 101.98 1.35% 100.62 0.99% 100.05 0.29% 101.78 0.92% 104.12 2.27% 102.78 1.05% 100.52 0.23% 106.73 4.74% 107.51 36.25% 100.18 13.58%

2019 102.20 -2.26% 102.55 0.56% 102.54 1.91% 99.31 -0.73% 102.42 0.62% 102.61 -1.45% 103.65 0.85% 101.27 0.75% 107.35 0.58% 106.08 -1.32% 97.38 -2.80%

12 99.53 -3.49% 102.65 1.13% 103.37 2.97% 102.29 0.71% 102.16 0.47% 101.78 -0.24% 103.94 1.04% 100.86 1.11% 107.32 0.86% 103.47 -2.30% 94.17 -5.20%

202001 98.89 -3.31% 103.28 1.86% 103.14 2.57% 99.15 1.25% 102.37 0.76% 102.65 0.42% 104.15 0.96% 102.69 2.99% 110.01 3.33% 103.19 -2.20% 93.41 -4.70%

2 98.00 -4.47% 102.16 -0.21% 102.93 1.76% 97.04 2.02% 102.39 0.50% 100.46 -2.29% 104.03 0.74% 100.36 -1.63% 107.88 -1.76% 101.03 -4.70% 93.12 -5.00%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

その他衣料品食料品 住宅 運輸通信 医療年月
卸売物価 消費者物価 輸入物価 輸出物価

教育

4. Appendix（経済統計
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雇用統計

（注）「15歳以上人口」「労働力人数」「年齢層別の失業率」「製造業を除く平均賃金」のデータ項目は記載を省略致しました。失業率は季節調整後の数字

（出所） 台湾行政院主計総処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

% 千人 NTD 前年比

2014 3.96 548 4,004 3,007 6,524 456.7 45,238 3.2%

2015 3.78 555 4,035 3,024 6,606 440.1 46,796 3.4%

2016 3.92 557 4,043 3,028 6,665 459.6 47,264 1.0%

2017 3.76 557 4,063 3,045 6,731 443.4 48,691 3.0%

2018 3.71 561 4,083 3,064 6,790 440.4 52,970 8.8%

2019 3.73 560 4,092 3,066 6,849 445.8 53,770 1.5%

12 3.71 554 4,092 3,059 6,885 439.0 98,828 83.8%

202001 3.71 552 4,093 3,058 6,891 436.0 46,737 -52.7%

2 3.90 552 4,093 3,058 6,891 456.3 46,616 -0.3%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

失業率

一次産業 二次産業 内製造業 三次産業

失業人数
就業人数　千人

製造業の平均賃金
年月

4. Appendix（経済統計
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貿易統計

（出所） 台湾財政部統計処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

2014 320,092 281,850 38,242 2.8% 1.4% 227,572 153,817 73,755 2.6% 3.8% 20,142 41,984 -21,842 3.9% -3.9%

2015 285,344 237,219 48,125 -10.9% -15.8% 201,677 136,449 65,228 -11.4% -11.3% 19,592 38,865 -19,273 -2.7% -7.4%

2016 279,175 229,200 49,975 -2.2% -3.4% 200,033 138,242 61,791 -0.8% 1.3% 19,471 40,620 -21,150 -0.6% 4.5%

2017 315,487 257,200 58,287 13.0% 12.2% 228,809 153,530 75,278 14.4% 11.1% 20,574 41,939 -21,365 5.7% 3.2%

2018 334,007 284,792 49,216 5.9% 10.7% 240,832 168,143 72,689 5.3% 9.5% 22,801 44,151 -21,350 10.8% 5.3%

2019 329,194 285,694 43,501 -1.4% 0.3% 231,928 168,720 63,208 -3.7% 0.3% 23,282 44,035 -20,753 2.1% -0.3%

12 29,485 26,977 2,508 3.9% 13.8% 20,777 15,993 4,784 4.1% 17.1% 1,965 4,314 -2,348 5.5% 20.9%

202001 25,069 21,612 3,458 -7.5% -17.6% 16,924 12,915 4,009 -9.5% -15.3% 1,914 3,010 -1,096 -10.1% -11.9%

2 25,381 22,078 3,303 24.9% 44.7% 18,007 12,602 5,406 28.2% 42.5% 1,996 3,945 -1,948 30.0% 38.1%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

日本

輸出金額 輸入金額 収支
輸出前年

比
輸入前年

比

アジア

輸出金額 輸入金額 収支
輸出前年

比
輸入前年

比

年月

合計　単位 USD million, % 以下同様

輸出金額 輸入金額 収支
輸出前年

比
輸入前年

比

4. Appendix（経済統計
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貿易統計

（出所） 台湾財政部統計処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

2014 128,534 50,989 77,544 2.6% 13.5% 84,738 49,254 35,484 0.7% 13.6% 43,796 1,735 42,060 6.3% 9.4%

2015 112,540 46,734 65,806 -12.4% -8.3% 73,410 45,266 28,144 -13.4% -8.1% 39,130 1,468 37,663 -10.7% -15.4%

2016 111,986 45,321 66,665 -0.5% -3.0% 73,732 43,991 29,741 0.4% -2.8% 38,254 1,331 36,923 -2.2% -9.3%

2017 129,911 51,549 78,362 16.0% 13.7% 88,745 50,037 38,708 20.4% 13.7% 41,165 1,512 39,654 7.6% 13.6%

2018 137,899 55,199 82,700 6.1% 7.1% 96,498 53,790 42,708 8.7% 7.5% 41,401 1,409 39,992 0.6% -6.8%

2019 132,148 58,447 73,702 -4.2% 5.9% 91,818 57,385 34,433 -4.9% 6.7% 40,331 1,062 39,269 -2.6% -24.6%

12 12,226 5,449 6,777 6.1% 15.5% 8,476 5,361 3,114 1.7% 16.5% 3,751 88 3,663 17.6% -23.9%

202001 9,460 4,742 4,718 -7.8% -18.4% 6,573 4,666 1,907 -7.8% -18.3% 2,888 77 2,811 -7.8% -26.7%

2 9,804 3,313 6,491 31.5% 29.7% 6,750 3,229 3,521 27.7% 28.3% 3,054 84 2,970 40.6% 118.5%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

輸入金額 収支
輸出前年

比
輸入前年

比

年月

中国+香港　単位 USD million, % 以下同様 中国 香港

輸出金額 輸入金額 収支
輸出前年

比
輸入前年

比
輸出金額 輸入金額 収支

輸出前年
比

輸入前年
比

輸出金額

4. Appendix（経済統計
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貿易統計

（注）ASEANの貿易統計は「日本・中国・香港・韓国除くアジア」に変更致しました

（出所） 台湾財政部統計処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

2014 12,988 15,289 -2,301 6.3% -5.4% 65,909 45,554 20,354 1.4% 4.9% 35,114 30,036 5,078 7.6% 5.7%

2015 12,879 13,450 -571 -0.8% -12.0% 56,666 37,399 19,267 -14.0% -17.9% 34,543 29,196 5,347 -1.6% -2.8%

2016 12,531 14,649 -2,118 -2.7% 8.9% 56,046 37,651 18,394 -1.1% 0.7% 33,396 27,087 6,309 -3.3% -7.2%

2017 14,416 16,892 -2,477 15.0% 15.3% 63,908 43,150 20,758 14.0% 14.6% 36,773 28,396 8,377 10.1% 4.8%

2018 15,739 19,525 -3,786 9.2% 15.6% 64,393 49,268 15,125 0.8% 14.2% 39,490 33,105 6,385 7.4% 16.6%

2019 16,917 17,734 -817 7.5% -9.2% 59,581 48,505 11,076 -7.5% -1.6% 46,243 34,831 11,412 17.1% 5.2%

12 1,669 1,532 138 15.8% 14.6% 4,916 4,698 218 -4.4% 16.4% 4,197 3,108 1,088 12.9% 5.5%

202001 1,205 1,277 -73 -21.0% -23.8% 4,345 3,886 459 -9.1% -10.4% 3,833 2,669 1,164 1.1% -19.9%

2 1,248 1,458 -211 20.7% 50.4% 4,960 3,886 1,073 23.4% 57.8% 3,409 2,906 503 18.1% 54.4%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

日本・中国・香港・韓国除くアジア 米国

収支
輸出前年

比
輸入前年

比
輸出金額 輸入金額 収支

輸出前年
比

輸入前年
比

輸出金額 輸入金額輸出金額 輸入金額 収支
年月

韓国　単位 USD million, % 以下同様

輸出前年
比

輸入前年
比

4. Appendix（経済統計
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貿易統計

（出所） 台湾財政部統計処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

2014 29,122 32,046 -2,923 4.4% 3.3% 8,324 40,321 -31,997 9.3% -7.6%

2015 25,963 28,498 -2,535 -10.8% -11.1% 7,000 23,813 -16,813 -15.9% -40.9%

2016 26,124 28,893 -2,769 0.6% 1.4% 5,926 17,804 -11,878 -15.4% -25.2%

2017 28,778 31,315 -2,538 10.2% 8.4% 6,297 22,131 -15,834 6.3% 24.3%

2018 31,278 34,581 -3,303 8.7% 10.4% 5,956 27,611 -21,655 -5.4% 24.8%

2019 29,771 36,543 -6,772 -4.8% 5.7% 5,272 24,070 -18,798 -11.5% -12.8%

12 2,728 4,200 -1,472 -3.4% 46.8% 435 1,947 -1,512 5.4% -12.8%

202001 2,421 2,518 -97 -11.4% -18.5% 483 2,051 -1,568 -0.7% -19.5%

2 2,201 2,567 -367 10.6% 20.2% 476 2,250 -1,774 27.3% 87.4%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

年月

中東

輸出金額 輸入金額 収支
輸出前年

比
輸入前年

比

欧州　単位 USD million, % 以下同様

輸出金額 輸入金額 収支
輸出前年

比
輸入前年

比

4. Appendix（経済統計
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貿易統計

（注）「機械・電機電子」項目を新規で掲載し、その内訳として、「一般機器」「電気機器」「情報通信」などを記載しております

（出所） 台湾財政部統計処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比

2014 320,092 2.8% 21,438 -11.8% 22,186 1.6% 24,358 -2.5% 11,614 -1.0% 29,119 4.9% 157,407 7.0% 22,250 6.0% 13,278 -3.3% 31,006 -0.2% 11,698 5.9%

2015 285,344 -10.9% 12,075 -43.7% 18,180 -18.1% 21,129 -13.3% 10,823 -6.8% 25,472 -12.5% 149,505 -5.0% 20,632 -7.3% 11,829 -10.9% 30,478 -1.7% 11,764 0.6%

2016 279,175 -2.2% 10,959 -9.2% 17,150 -5.7% 19,920 -5.7% 9,929 -8.3% 24,529 -3.7% 153,135 2.4% 20,044 -2.8% 9,518 -19.5% 30,181 -1.0% 10,813 -8.1%

2017 315,487 13.0% 11,804 7.7% 19,375 13.0% 22,974 15.3% 10,075 1.5% 29,042 18.4% 176,177 15.0% 23,836 18.9% 10,448 9.8% 34,105 13.0% 10,877 0.6%

2018 334,007 5.9% 14,530 23.1% 22,151 14.3% 25,276 10.0% 10,075 0.0% 31,588 8.8% 183,057 3.9% 25,569 7.3% 10,794 3.3% 35,323 3.6% 11,246 3.4%

2019 329,194 -1.4% 14,039 -3.4% 18,670 -15.7% 22,581 -10.7% 9,179 -8.9% 27,868 -11.8% 189,974 3.8% 23,485 -8.2% 10,736 -0.5% 42,638 20.7% 11,263 0.2%

12 29,485 3.9% 1,096 -3.6% 1,514 -13.1% 1,857 -9.3% 747 -10.3% 2,371 -6.2% 17,567 9.0% 2,082 -7.7% 929 -2.6% 4,066 15.1% 1,199 23.9%

202001 25,069 -7.5% 925 -26.2% 1,465 -12.6% 1,534 -18.8% 624 -15.8% 2,079 -17.6% 14,815 -1.9% 1,753 -16.5% 803 -11.1% 3,206 -2.7% 916 -0.7%

2 25,381 24.9% 1,237 30.6% 1,436 6.2% 1,635 4.8% 637 2.4% 1,934 9.7% 15,108 34.2% 1,471 -2.0% 773 13.6% 3,445 31.5% 804 14.4%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

年月
内　一般機器 内　電機機器 輸送機器機械・電機電子金属 内　情報通信

輸出合計
USD million, %

鉱物 化学 ゴム、プラスチック 繊維
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貿易統計

（注）輸入金額の明細データ項目を、産業別から「資本財」「原料品（含む原油）」「消費財」に変更致しました

（出所） 台湾財政部統計処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比 金額 前年比

2014 281,850 1.4% 37,770 4.6% 207,771 -0.3% 32,156 -4.3% 31,452 5.9%

2015 237,219 -15.8% 37,217 -1.5% 162,611 -21.7% 16,087 -50.0% 32,006 1.8%

2016 229,200 -3.4% 41,109 10.5% 153,280 -5.7% 12,898 -19.8% 31,525 -1.5%

2017 257,200 12.2% 40,556 -1.3% 178,952 16.7% 16,898 31.0% 33,993 7.8%

2018 284,792 10.7% 41,867 3.2% 203,289 13.6% 23,803 40.9% 36,113 6.2%

2019 285,694 0.3% 50,797 21.3% 194,062 -4.5% 21,297 -10.5% 37,102 2.7%

12 26,977 13.8% 6,395 66.3% 16,765 2.2% 1,868 -0.8% 3,486 11.1%

202001 21,612 -17.6% 3,986 2.6% 14,740 -20.6% 1,707 -22.5% 2,627 -20.3%

2 22,078 44.7% 3,800 36.9% 15,609 49.3% 1,991 136.2% 2,426 34.2%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

年月

輸入合計
USD million, %

 内　資本財 内　原料品 内　消費財
内　原油
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先行指標-輸出受注額（輸出+海外生産）（前年比伸び）

（出所）台湾経済部統計所、台湾財政部、Bloomberg dataなどより、みずほ銀行台北支店作成

（注） アセアン：インドネシア､マレーシア､フィリピン､シンガポール､タイ､ベトナム、ブルネイ、ラオス、ミャンマー、カンボジアの10カ国

2014 6.7 6.7 4.4 10.5 4.8 10.7 -0.1 -0.6 4.3 12.1 11.9 2.1 8.7 -

2015 -4.2 7.1 -8.7 -5.9 -22.6 -1.6 -12.0 -13.4 -15.4 -2.2 -7.2 -5.1 5.6 -31.6

2016 -1.8 1.1 -0.3 1.7 -17.1 -1.9 -4.6 -3.8 -1.8 2.5 -1.2 9.8 -0.3 -10.5

2017 11.0 8.5 15.2 -4.3 17.1 16.2 12.4 17.1 16.4 7.2 14.0 12.3 10.9 20.5

2018 4.3 6.2 6.9 -1.4 3.4 1.1 12.5 8.2 8.8 5.0 4.0 4.1 1.0 35.2

2019 -5.4 -4.1 -8.5 -9.2 -5.0 -2.7 -15.2 -9.7 -14.5 -3.2 -16.1 -2.6 -2.5 -6.8

12 0.9 -8.8 5.6 4.1 -9.4 15.8 -8.1 -5.2 -6.6 4.7 5.1 7.2 0.4 -5.1

202001 -12.8 -11.5 -11.1 -12.6 -15.4 -13.8 -21.6 -21.2 -15.2 -1.3 -13.9 -19.1 -17.0 3.0

2 -7.0 -2.8 -8.3 -2.1 -23.2 -7.2 -7.5 -12.4 -14.0 -4.3 -10.9 -1.3 -2.0 -

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

情報通信
製品

鉱製品
年月

輸出受注
（合計）

地域別 製品別

米国 中国香港 アセアン 化学
プラス
チック

金属 電子製品 機械
電機機械

製品
日本 欧州
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鉱工業指数

（注）鉱工業指数の製造業の明細項目を一部変更致しました

（出所） 台湾経済部統計処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比

2014 99.34 6.41% 118.45 1.18% 99.28 6.84% 96.33 5.10% 96.75 11.34% 101.83 10.54% 107.16 12.79% 105.99 4.43% 99.65 5.02% 99.07 1.49% 101.82 0.52%

2015 98.07 -1.28% 110.70 -6.54% 98.13 -1.16% 98.19 1.93% 95.55 -1.24% 104.12 2.25% 103.91 -3.03% 101.40 -4.33% 101.51 1.87% 96.67 -2.42% 99.50 -2.28%

2016 100.00 1.97% 100.00 -9.66% 100.00 1.91% 100.00 1.84% 100.00 4.66% 100.00 -3.96% 100.00 -3.77% 100.00 -1.38% 100.00 -1.49% 100.00 3.44% 100.00 0.50%

2017 105.00 5.00% 98.00 -2.00% 105.27 5.27% 97.94 -2.06% 108.20 8.20% 104.49 4.49% 100.39 0.39% 100.03 0.03% 107.97 7.98% 102.22 2.22% 101.30 1.30%

2018 108.83 3.64% 94.42 -3.65% 109.41 3.93% 100.47 2.59% 113.97 5.33% 116.50 11.50% 94.60 -5.76% 100.43 0.40% 110.94 2.75% 102.62 0.40% 101.39 0.10%

2019 108.45 -0.34% 90.96 -3.67% 108.92 -0.44% 97.54 -2.92% 114.10 0.12% 149.71 28.51% 93.64 -1.01% 93.85 -6.55% 109.79 -1.04% 103.79 1.14% 101.75 0.35%

12 117.44 6.29% 106.47 0.41% 119.12 6.66% 109.86 5.14% 130.19 10.65% 169.85 29.12% 101.86 16.46% 98.31 -1.20% 115.65 6.51% 96.99 1.01% 106.24 2.72%

202001 105.58 -1.51% 75.83 -22.80% 106.67 -1.28% 82.78 -21.11% 121.82 17.73% 137.66 -2.06% 80.00 -20.15% 80.43 -23.68% 96.98 -18.15% 92.68 -4.48% 103.40 1.27%

2 96.11 -8.97% 103.93 37.06% 95.86 -10.13% 99.51 20.21% 92.35 -24.19% 101.72 -26.11% 101.09 26.36% 99.05 23.15% 98.46 1.53% 98.72 6.52% 99.69 -3.59%

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

PC部品,光学装置 自動車、部品 加工金属製品 化学製品電気機器 電子部品年月
鉱工業指数 鉱業 製造業 電気、ガス供給 水道
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卸売・小売売上高（前年比伸び）

（注）小売売上高の明細項目を変更し、「飲食業」「その他専門小売」「無店舗」の記載は省略致しました

（出所） 台湾経済部統計処、Bloomberg data等よりみずほ銀行台北支店作成

2014 2.3 2.8 6.2 4.5 4.2 2.6 6.4 -4.4 3.3 1.4 3.0 0.7 2.5 -1.6 -2.9 8.1 1.7

2015 -4.0 -0.8 4.6 7.2 1.6 5.8 2.9 -2.6 0.9 -4.3 2.0 -1.7 -1.9 -23.6 -2.9 1.3 3.7

2016 -1.7 1.1 5.1 8.6 4.2 4.8 -0.2 -3.6 1.5 -8.3 3.2 -6.1 -2.9 -5.2 -4.7 5.3 -3.4

2017 6.4 0.8 0.1 5.0 2.9 3.2 -6.4 0.5 -0.5 -7.1 3.5 -3.1 -6.4 9.7 -1.2 2.0 -6.8

2018 4.9 2.5 2.5 4.8 6.5 3.8 4.4 0.5 3.0 3.3 4.4 0.0 -1.3 13.0 -2.5 -3.0 -2.0

2019 -2.1 3.1 4.9 4.7 3.1 5.9 3.4 1.3 4.2 1.7 3.5 5.7 -1.7 -3.3 -2.5 6.0 -0.4

12 4.8 2.8 -2.4 0.4 4.7 7.8 -7.2 1.7 0.2 -2.3 1.2 1.2 1.2 2.8 -6.7 12.3 -9.0

202001 -12.6 2.5 19.5 16.7 9.3 17.6 -1.1 -5.6 15.2 -11.3 5.2 1.8 -8.1 3.5 -5.4 -8.7 -10.6

2 -4.9 0.0 4.7 8.4 3.6 7.0 1.2 -2.3 1.8 -4.8 2.7 -3.7 -3.7 -16.6 -4.8 0.4 1.0

3

4

5
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7
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9
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11

12

卸売売上
高

業態別 業種別
 小売売

上 百貨店 スーパー コンビニ
アウトレッ

ト
その他

食料品飲
料

衣類 家庭用品
医薬 化

粧品
娯楽 教

育
建築資材 燃料 3C商品 自動車 その他

年月
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直接投資

（出所） 台湾経済部投資審議委員会より、みずほ銀行台北支店作成

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

2014 3,534 5,751 488 547 816 1,008 265 194 264 143 267 1,478 753 1,667 136 335 3,670 6,086 2014

2015 3,740 4,782 471 453 975 579 250 141 253 128 294 1,025 725 1,658 170 244 3,910 5,026 2015

2016 3,381 11,026 454 346 927 753 236 81 239 138 345 7,269 563 1,749 158 248 3,539 11,274 2016

2017 3,387 7,504 418 640 1,112 452 261 84 268 212 273 3,397 424 1,830 140 266 3,527 7,769 2017

2018 3,590 11,428 524 1,525 1,208 488 292 172 255 261 314 6,767 382 1,563 141 231 3,731 11,660 2018

2019 4,098 11,158 434 1,239 1,902 930 332 130 281 359 322 3,862 323 3,254 143 97 4,241 11,258 2019

2020 2020

1 415 997 28 28 273 56 35 6 17 2 20 833 13 23 6 2 421 999 1

2 215 471 35 21 69 35 19 2 26 14 24 320 12 45 10 20 225 491 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

対台・対外投資統計　2.対外投資　単位､資料：同1.

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

2014 493 7,294 50 680 100 731 68 919 83 282 27 936 106 3,136 497 10,277 990 17,570 2014

2015 462 10,931 35 304 104 1,058 61 3,155 53 362 40 2,697 94 3,091 427 10,965 889 21,897 2015

2016 496 12,123 32 4,504 96 2,176 78 694 67 320 38 1,137 107 2,898 323 9,671 819 21,794 2016

2017 502 11,573 36 202 91 1,219 82 1,902 76 837 35 233 102 6,100 580 9,249 1,082 20,822 2017

2018 638 14,295 43 620 109 964 149 1,386 83 2,039 36 1,287 99 6,590 726 8,498 1,364 22,792 2018

2019 670 6,851 45 69.2 118 1,108 196 1,600 80 561 40 769.2 92 1,539 610 4,174 1,280 11,025 2019

2020 2020

1 40 764 2 9 6 563 12 110 7 12 3 1 7 59 42 538 82 1,302 1

2 42 299 3 81 10 54 11 48 5 8 1 15 9 85 40 697 82 996 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

11 11

12 12

年月

年月

対台・対外投資統計　1.対台投資　単位：百万US$､資料：経済部投資審議委員会　　※NIES.3=香港+韓国+シンガポール　※ASEAN.5=マレーシア､インドネシア､タイ､フィリピン､ベトナム

年　月

年　月
B. 中国 A+B合計

日　本 NIES.3 ASEAN.5 米　国 欧　州 B. 中国 A+B合計中  南　米

中  南　米

A.対台投資合計

A.対台投資合計 日　本 NIES.3 ASEAN.5 米　国 欧　州
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